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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第１四半期連結
累計期間

第23期
第１四半期連結

累計期間
第22期

会計期間

自平成28年
６月１日

至平成28年
８月31日

自平成29年
６月１日

至平成29年
８月31日

自平成28年
６月１日

至平成29年
５月31日

売上高 （千円） 7,995,393 10,265,990 41,400,199

経常利益 （千円） 44,110 152,564 1,343,153

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 21,802 90,189 891,186

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 36,146 95,523 944,457

純資産額 （千円） 8,753,382 9,474,217 9,519,902

総資産額 （千円） 33,740,379 34,073,210 35,710,522

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 2.47 10.22 100.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 10.18 －

自己資本比率 （％） 25.9 27.7 26.6

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第22期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び第22期の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成29年６月１日～平成29年８月31日）におけるわが国経済は、好調な企業業績

を受けて設備投資が堅調に推移し、また、雇用環境の改善により個人消費の回復傾向が持続し、総じて緩やかに持

ち直す状況が続いております。

首都圏の中古マンション市場における成約件数は、公益社団法人東日本不動産流通機構によりますと、当四半

期において前年同期に比べ3.0％増となりました。また、平均成約価格は、平成25年１月から今年８月まで56カ月

連続で前年同月を上回って推移しました。

当社グループでは、主たる事業であります中古マンション再生流通事業（リノヴェックスマンション事業）に

おきまして、地方主要都市（５拠点）での市場浸透が進み販売件数を伸ばした（前年同期比63.8％増の172件）こ

とに加えて、首都圏においても競合が激しいながらも前年同期を上回る販売件数（同5.7％増の184件）となりまし

た。その結果、全社でのリノヴェックスマンションの販売件数が前年同期比27.6％増の356件となり、同事業にお

ける物件販売の売上高は前年同期に比べ26.7％の増加となりました。そして、戸建やその他不動産の売却も加わ

り、当第１四半期における連結売上高は前年同期比で28.4％増となりました。

利益面におきましては、リノヴェックスマンション販売の増加に伴なう増益に加え、販売費及び一般管理費が

前年同期比で9.0％増にとどまったことにより、営業利益は、前年同期比で52.0％増となりました。

以上によりまして、当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高が102億65百万円（前年同期比28.4％

増）となり、営業利益が2億35百万円(同52.0％増)、経常利益１億52百万円(同245.9％増)、親会社株主に帰属する

四半期純利益90百万円(同313.7％増)となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（中古マンション再生流通事業 〔リノヴェックスマンション事業〕）

当事業部門において、リノヴェックスマンションの販売件数が356件（前年同期比77件増）、平均販売価格が

2,387万円（同0.7％減）となり、物件販売の売上高は85億円（同26.7％増）となりました。また、マンションによ

る賃貸収入売上は42百万円（同11.1％減）、その他収入売上が10百万円（75.0％減）となりました。

これらの結果、当事業部門における売上高は、85億53百万円（同25.9％増）となり、営業利益は、2億74百万円

（同78.4％増）となりました。

（その他不動産事業）

当事業部門において、物件販売の売上高は13億4百万円と前年同期比で57.6％増となりました。また、その他不

動産による賃貸収入売上は1億44百万円（同19.8％増）、その他収入売上は、同業他社や個人向けのリノベーショ

ン内装工事等により2億63百万円（同5.0％増）となりました。

これらの結果、当事業部門の売上高は17億12百万円（同42.8％増）、営業利益は86百万円（同32.8％減）とな

りました。
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（2）財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における財政状態は、資産が340億73百万円（前連結会計年度末比16億37百万円

減）、負債が245億98百万円（同15億91百万円減）、純資産は94億74百万円（同45百万円減）となりました。

資産の主な減少要因は、有形固定資産が1億54百万円増加した一方で、現金及び預金が3億43百万円、たな卸資

産が6億44百万円、投資その他の資産が4億58百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

負債の主な減少要因は、長期借入金が5億7百万円増加した一方で、短期借入金が14億45百万円、未払法人税等

が3億97百万円、流動負債のその他が2億39百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

また、純資産の主な減少要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益を90百万円計上した一方で、利益剰余金

の配当により1億41百万円の減少があったこと等によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,500,000

計 17,500,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年10月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,825,600 8,825,600
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

は100株であ

ります。

計 8,825,600 8,825,600 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年６月１日～

平成29年８月31日
－ 8,825,600 － 2,209,368 － 2,318,217

8940/E04036/インテリックス/2018年
－5－



（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,824,100 88,241 －

単元未満株式 普通株式 1,400 － 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,825,600 － －

総株主の議決権 － 88,241 －

（注）「単元未満株式」欄には、自己株式９株を含めております。

②【自己株式等】

平成29年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

㈱インテリックス 東京都渋谷区渋谷2-12-19 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

（注）上記の他、単元未満株式が９株あります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年６月１日から平

成29年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年６月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,208,900 4,865,371

売掛金 36,477 40,778

販売用不動産 16,469,795 17,753,448

仕掛販売用不動産 6,176,665 4,248,346

前渡金 371,350 242,544

繰延税金資産 128,455 74,281

その他 306,885 141,651

貸倒引当金 △530 △381

流動資産合計 28,697,999 27,366,042

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,339,005 2,338,260

土地 3,007,237 3,114,391

建設仮勘定 79,649 128,890

その他（純額） 19,499 18,035

有形固定資産合計 5,445,392 5,599,577

無形固定資産

借地権 467,663 467,663

その他 21,152 19,932

無形固定資産合計 488,816 487,595

投資その他の資産

投資有価証券 245,581 253,047

繰延税金資産 3,617 1,221

その他 833,174 369,764

貸倒引当金 △4,059 △4,039

投資その他の資産合計 1,078,313 619,993

固定資産合計 7,012,522 6,707,167

資産合計 35,710,522 34,073,210

8940/E04036/インテリックス/2018年
－8－



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 546,886 454,570

短期借入金 13,866,226 12,421,138

1年内償還予定の社債 160,000 162,500

1年内返済予定の長期借入金 1,174,701 1,172,433

未払法人税等 416,653 19,608

前受金 217,752 208,730

アフターサービス保証引当金 18,134 19,142

その他 649,748 410,196

流動負債合計 17,050,102 14,868,320

固定負債

社債 330,000 410,000

長期借入金 8,332,910 8,840,439

その他 477,606 480,232

固定負債合計 9,140,516 9,730,671

負債合計 26,190,619 24,598,992

純資産の部

株主資本

資本金 2,209,368 2,209,368

資本剰余金 2,422,696 2,422,696

利益剰余金 4,873,180 4,822,162

自己株式 △115 △115

株主資本合計 9,505,130 9,454,112

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △5,983 △832

繰延ヘッジ損益 △1,981 △1,799

その他の包括利益累計額合計 △7,964 △2,631

新株予約権 22,737 22,737

純資産合計 9,519,902 9,474,217

負債純資産合計 35,710,522 34,073,210
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日)

売上高 7,995,393 10,265,990

売上原価 6,972,455 9,084,202

売上総利益 1,022,938 1,181,788

販売費及び一般管理費 868,197 946,531

営業利益 154,740 235,256

営業外収益

受取利息 67 656

受取配当金 5,518 4,011

違約金収入 1,078 2,491

業務受託料 650 150

補助金収入 4,633 －

その他 6,594 6,653

営業外収益合計 18,541 13,962

営業外費用

支払利息 84,804 82,515

支払手数料 10,014 12,703

投資有価証券売却損 30,701 －

その他 3,650 1,436

営業外費用合計 129,171 96,655

経常利益 44,110 152,564

特別損失

固定資産処分損 － 65

特別損失合計 － 65

税金等調整前四半期純利益 44,110 152,498

法人税、住民税及び事業税 3,271 8,134

法人税等調整額 19,036 54,174

法人税等合計 22,308 62,309

四半期純利益 21,802 90,189

親会社株主に帰属する四半期純利益 21,802 90,189
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日)

四半期純利益 21,802 90,189

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 14,099 5,151

繰延ヘッジ損益 245 182

その他の包括利益合計 14,344 5,333

四半期包括利益 36,146 95,523

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36,146 95,523

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日）

減価償却費 41,830千円 51,206千円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月11日

取締役会
普通株式 167,684 19 平成28年５月31日平成28年８月10日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年６月１日 至 平成29年８月31日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年７月11日

取締役会
普通株式 141,207 16 平成29年５月31日平成29年８月９日 利益剰余金

8940/E04036/インテリックス/2018年
－12－



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

中古マンション
再生流通事業

その他
不動産事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 6,796,167 1,199,226 7,995,393 － 7,995,393

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 6,796,167 1,199,226 7,995,393 － 7,995,393

セグメント利益 153,871 128,922 282,794 △128,053 154,740

（注）１．セグメント利益の調整額△128,053千円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年６月１日 至 平成29年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

中古マンション
再生流通事業

その他
不動産事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 8,553,325 1,712,665 10,265,990 － 10,265,990

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 8,553,325 1,712,665 10,265,990 － 10,265,990

セグメント利益 274,530 86,653 361,184 △125,927 235,256

（注）１．セグメント利益の調整額△125,927千円は、各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日）

(１)１株当たり四半期純利益金額 2円47銭 10円22銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
21,802 90,189

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
21,802 90,189

普通株式の期中平均株式数（株） 8,825,491 8,825,491

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 10円18銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 34,360

（うち新株予約権（株）） （－） （34,360）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成29年７月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（1）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・141,207千円

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・16円

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成29年８月９日

（注）平成29年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年10月12日

株式会社インテリックス

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 永 澤 宏 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 林 一 樹 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インテ

リックスの平成29年６月１日から平成30年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年６月１日か

ら平成29年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年６月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インテリックス及び連結子会社の平成29年８月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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